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工場名 所在地 処分時期 処分先処分予定先

































岐阜工場 岐阜県羽島郡柳津村 一九・六・二五 名古屋陸軍造兵廠ニ譲渡
尾崎工場 大阪府泉南郡尾崎町 再編成計画認可后 日本紡織株式会社ヘ譲渡
海南工場 和歌山県海南郡名高町 一九・一・一四 日東紡績株式会社ヘ譲渡
広工場 和歌山県有田郡広村 一九・一・一四 〃
名高加工工場 和歌山県海南郡名高町 一九・二・一 恵美須屋工具工業株式会社ヘ譲渡
川北工場 和歌山市栗 二〇・七・九 罹災焼失
中ノ島工場 和歌山市中ノ島 再編成計画認可后 遊休　片山喜之助商店ヘ譲渡
紀ノ川工場 和歌山市栗 二〇・六・一六 笠野化学工業株式会社ヘ譲渡
和歌山起毛
仕上工場 和歌山市本町八丁目 二〇・七・九 罹災焼失
和歌山起毛
起毛工場 和歌山市西釘貫町三ノ三 〃 〃
和歌山元営業所 和歌山市本町五丁目 〃 〃














































































株式名 株数 一株の払込高 帳簿価格
愛知工業株式会社 600,000 25.00 7,500,000.00
刈谷車体株式会社 156,000 50.00 7,800,000.00
愛知製鋼株式会社 94,600 50.00 2,838,000.00
刈谷工機株式会社（旧） 58,800 50.00 2,804,760.00
　　　  〃　　　　（新） 58,800 25.00 1,323,000.00
日本自動車配給株式会社 40,000 50.00 2,000,000.00
日東紡績株式会社（旧） 80,000 50.00   799,452.80
　　　  〃　　　　（新） 48,000 25.00 1,200,000.00
日本鍛圧工業株式会社（旧） 1,400 50.00    42,000.00
　　　 　 〃　　　　　（新） 1,700  35.00 25,500.00
国華工業株式会社（旧） 9,000  50.00 360,000.00
　　　  〃　　　　（新） 12,100  50.00 484,000.00
株式会社平塚製作所 19,950  50.00 897,750.00
丸山住宅有限会社 1,720 100.00 773,890.00
豊田産業株式会社（旧） 2,600  50.00 130,000.00
　　　  〃　　　　（新） 20,700  27.50 569,250.00
株式会社山本工場 13,000  50.00 692,775.00
神奈川県自動車配給株式会社 5,300  50.00 371,000.00
挙母鉄工株式会社 6,820  50.00 341,000.00
東京都自動車販売株式会社 5,300  50.00 270,000.00
恵美須屋工具工業株式会社 15,000  50.00 248,581.54
中央精機株式会社（旧） 750  50.00 37,500.00
　　　  〃　　　　（新） 4,200  50.00 210,000.00
挙母土地住宅株式会社 1,200  50.00 6,000.00
京都トヨタ販売株式会社 4,000  50.00 180,000.00
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日本電気自動車製造株式会社 3,000  50.00 144,000.00
名古屋自動車工業株式会社 1,000  50.00 50,000.00
豊友商事有限会社 750 100.00 70,500.00
朝日石綿工業株式会社 2,200  50.00 110,000.00
帝国自動車工業株式会社 2,000  50.00 100,000.00
株式会社豊田自動織機製作所（旧） 30,000  50.00 1,493,400.00
　　　　　  〃　　　　　　　（新） 30,000  50.00  1,500,000.00
ユタカ木材株式会社 1,140  50.00 57,000.00
上信越繊維株式会社 3,000  20.00 54,000.00
大同メタル工業株式会社 1,000  50.00 50,000.00
日本通運株式会社 1,300  50.00 50,000.00
三泰石綿工業株式会社 600  50.00 15,000.00
日本蚕糸製造株式会社 1,210  25.00 27,225.00
大興運輸株式会社 400  50.00 24,500.00
徳山鉄板株式会社 200  50.00 8,800.00
日本団体生命保険株式会社 250  12.50 3,125.00
日本麻類繊維株式会社 60  50.00 2,700.00
東洋レーヨン株式会社 32,660  37.50 1,351,175.00
日本特殊陶業株式会社 4,000  50.00 200,000.00
昭和産業株式会社  6,966  50.00 125,388.00
自動車鋳物株式会社  2,250  50.00 112,500.00
大建産業株式会社（旧）  1,000  50.00 78,000.00
　　　  〃　　　　（新）  1,012  25.00 25,300.00
中央ゴム工業株式会社 14,400 50.00 13,335,600.00
熊沢機械株式会社 1,000 50.00 0
東亜木材貿易株式会社 10 25.00 250.00
愛知県亜炭組合 1,000 100.00 100,000.00
紀州ネル工業組合 60 100.00 66,000.00
豊栄炭業有限会社 5 1,000.00 5,000.00
和歌山織物工業組合 5 99.40 497.00
西部琺瑯鉄器工業組合 80 150.00 12,000.00
愛知県自動車整備統制組合 50 100.00 5,000.00
愛知県機械器具統制組合 1 250.00 250.00
























































氏名 住所 所有株式数 全発行株式数に対する割合
豊田自動織機製作所 愛知県碧海郡刈谷町大字熊字油木二ノ一 299,360 16.35％
豊田産業株式会社 名古屋市中村区笹島町一ノ二三 219,839 12.11　
東洋綿花株式会社 大阪市高麗橋三丁目一番地 210,115 11.48　
持株会社整理委員会 東京都千代田区内幸町二ノ一三和ビル内 160,000 8.743
豊田喜一郎 東京都世田谷区玉川等々力町一丁目二一一一番地  74,236 4.057
豊田利三郎 名古屋市東区白壁町二丁目五番地  63,659 3.481
閉鎖機関整理委員会 東京都千代田区丸ノ内一ノ二　台銀ビル内  63,180 3.449
上海紡織株式会社 大阪市東区高麗橋三丁目一番地　東洋綿花株式会社内  44,045 2.406
株式会社三井本社 東京都日本橋区室町二丁目一番地  20,000 1.092
藤野勝太郎 大阪市東区南久太郎町二丁目五番地ノ一　住友銀行船場支店ビル四階　藤野事務所  31,425 1.717
過度経済力集中排除法とトヨタ自動車工業に関する資料
― 167 ―
　戦時下，豊田自動織機製作所は，トヨタ自動車工業の最大株主としての位置にあったが，上の一覧
に拠れば依然として，最大株主であったことが，あらためて知られよう。トヨタ・グループの持株会
社であった豊田産業の役割を上回るものと云えよう。併せて，トヨタ自動車工業も，戦時下，系列企
業に対する持株を拡大することで，事実上，トヨタ自動車工業と豊田自動織機製作所の連合体制でグ
ループの拡大が図られたといえよう。すでに見たように，トヨタ自動車工業における保有株のなかで
は，豊田自動織機製作所の持株数や株式価格がかなりの額に達していることから，その役割には大き
なものがあろう。更に，先の資料4から，トヨタ自動車工業が，豊田産業の株式保有を著しく増加さ
せていることから，トヨタ自動車工業が，豊田産業の機能を引き継ぎつつあったことと併せて，考慮
すれば，トヨタ・グループが，豊田産業を持株会社としつつも，産業財閥として戦時下に展開したこ
とがあらためて知られよう（15）。
　かくして，過度経済力集中排除法の指定が，1949（昭和24）年に解除されたのち，トヨタ自動車
工業は，一転して，存続会社となり，第二会社として，日本電装株式会社，民成紡績株式会社，愛知
琺瑯株式会社を設立することとなった。トヨタ自動車工業としては，「資本金の増加により旧勘定債
務を返済し，特別経理会社の指定を返上して，会社経理を正常な状態に復帰させた」のであった（16）。
他方，豊田自動織機製作所も特別経理会社の指定の解除を申請して（1946年9月），「自力更生」に
よる再建を辿っている（17）。
　しかし，トヨタ自動車工業は，まもなく，ドッジラインの実施による深刻な不況に直面することと
なる。
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⑴　ポール・ケネディー〔鈴木主税訳〕『大国の興亡』下巻，草思社，1988年，212ページ。
⑵　武田晴人「第5章　自動車産業」武田晴人編『日本産業発展のダイナミズム』東京大学出版会，1995年，など。
⑶　呂寅満「第3章　企業再建」武田晴人編『日本経済の戦後復興』有斐閣，2007年。
⑷　『トヨタ自動車30年史』1967年，234―235ページ。
⑸　『創造限りなく　トヨタ自動車50年史』1987年，191ページ。
⑹　『愛知県商工人名録　昭和21年度版』1946年。
⑺　前掲，『創造限りなく　トヨタ自動車50年史』193―194ページ。
⑻　同上，214―215ページ。
⑼　同上，214―215ページ，前掲『トヨタ自動車30年史』266ページ。
⑽　前掲『トヨタ自動車30年史』260ページ。
⑾　『集排法手続記録　60　トヨタ自動車工業』国立公文書館所蔵資料，以下，基本的には，同資料による。
⑿　『トヨタ自動車販売株式会社の歩み』1962年，36ページ。
⒀　エコノミスト編集部編『戦後産業史への証言　二　巨大化の時代』毎日新聞社，1977年，30ページ。
⒁　『中部日本会社要覧　1948』中部経済新聞社，1948年4月。
⒂　愛知東邦大学地域創造研究所編『戦時下の中部産業と東邦商業学校』唯学書房，2010年の拙論「戦時下の軍
需工業と愛知」を参照）。
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⒃　『トヨタ自動車30年史』277ページ。前掲，呂寅満「第3章　企業再建」は，この過程の詳細な検討となって
いる。
⒄　『40年史』株式会社豊田自動織機製作所，1967年，334ページ。
